
周防大島町人事行政の運営等の状況の公表 
 
 「周防大島町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、その概要をお知らせ

します。 
 
１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 （１）部門別職員数の状況 

       

年

部門 職員数
対前年
増　減
職員数
対前年
増　減
職員数
対前年
増　減
職員数
対前年
増　減

議会 4 4 4 4
総務 98 △ 4 122 24 107 △ 15 103 △ 4
税務 27 1 16 △ 11 18 2 18
民生 46 △ 1 43 △ 3 41 △ 2 38 △ 3
衛生 45 △ 1 44 △ 1 44 0 43 △ 1
労働
農林水産 41 △ 1 28 △ 13 32 4 31 △ 1
商工 8 △ 1 11 3 11 0 10 △ 1
土木 18 △ 1 9 △ 9 10 1 10
小計 287 △ 8 277 △ 10 267 △ 10 257 △ 10
教育 53 △ 2 50 △ 3 50 0 49 △ 1
消防
小計 53 △ 2 50 △ 3 50 0 49 △ 1

340 △ 10 327 △ 13 317 △ 10 306 △ 11
病院 251 11 243 △ 8 240 △ 3 228 △ 12
水道 10 △ 2 9 △ 1 10 1 10
交通 4 7 3 6 △ 1 5 △ 1
下水道 15 12 △ 3 12 0 13 1
その他 93 88 △ 5 101 13 103 2
小計 373 9 359 △ 14 369 10 359 △ 10

686 0 665 △ 21713 △ 1 686 △ 27
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（２）職員採用と競争試験の状況（平成 19 年 4 月 1 日採用） 

      採用していません。 

 

  （３）職員の退職の状況（平成 18 年度） 

      定年退職４人  普通退職７人 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２ 職員の給与の状況 

  （１）職員給与費の状況（平成 19 年度当初予算額） 

給与費  職員数 

（A） 

人 

給料 

千円

職員手当 

千円

期末勤勉手当

千円

計 

千円 

１人当

たりの

給与費

千円

一般会計 310 1,290,131 187,234 532,629 2,009,994 6,484

特別会計 51 198,708 19,473 81,805 299,986 5,882

  

  （２）人件費の状況（平成 18 年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 

平成 19 年 3 月 31 日現在 

歳出額（A）

千円

実質収支 

千円

人件費(B) 

千円 

人件費率 

（B/A） 

21,205 人 15,602,906 198,632 2,698,569 0.173

 

    （３）初任給の状況 

区分 一般行政職 技能職 医療職 現業職 

高校卒 138,400 円 134,000 円 157,100 円 123,900 円

大学卒 159,700 円 153,800 円 185,600 円 140,300 円

 

  （４）平均給料月額・平均年齢の状況（平成 19 年 4 月 1 日） 
一般行政職（平成 19 年 4 月 1 日） 
平均給料月額 356,900 円

平均年齢 45 歳 5 月

 
  （５）経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 

区分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

一般行政職 220,400 円 276,800 円 327,500 円

 
  （６）級別職員数の状況 

区分 標準的な職務内容 職員数 構成比 
７級 部長・総合支所長・教育次長 10 人 ３％ 

６級 特認課長 20 人 ６％ 

５級 課長・特認主幹 21 人 ６％ 

４級 主幹 120 人 ３６％ 

３級 主査 106 人 ３２％ 

２級 主任 45 人 １４％ 

１級 主事・技師 8 人 ３％ 

計  330 人 １００％ 

  



（７）職員手当の状況（平成 19 年 4 月 1 日現在） 

手当 区分 周防大島町 国 

支給月数 期末 勤勉 期末 勤勉 

6 月期 １．４ ０．７２５ １．４ ０．７２５

12 月期 １．６ ０．７２５ １．６ ０．７２５

期末手当 

勤勉手当 

計 ３．０ １．４５ ３．０ １．４５ 

支給月数 自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

勤続 20 年 ２３．５ ３０．５５ ２３．５ ３０．５５

勤続 25 年 ３３．５ ４１．３４ ３３．５ ４１．３４

勤続 35 年 ４７．５ ５９．２８ ４７．５ ５９．２８

最高限度額 ５９．２８ ５９．２８ ５９．２８ ５９．２８

退職手当 

その他 

加算措置 

定年前早期退職 

1 年につき２％加算 

（最高 20％） 

同左 

扶養手当 

（月当たり）

① 配偶者 

② 扶養親族 

① １３，０００円 

② ６，０００円／人 
同左 

住居手当 

（月当たり）

① 持ち家 

 

② 借家 

① ２，５００円 

（新築・購入後 5 年まで）

② 

*家賃 23,000 以下 

 家賃―12,000 円 

*家賃 23,000 円以上 

 （家賃―23,000 円）×

1/2＋11,000 円 

  （最高 27,000 円） 

同左 

通勤手当 

（月当たり）

① 交通機関 

（支給限度額）

② 交通用具 

 

① ５５，０００円 

 

② 距離制 

1,600 円～27,600 円 

①同左 

 

② 距離区分が異なる 

2,000 円～24,500 円 

 

 （８）特殊勤務手当・時間外勤務手当の状況（平成 18 年度決算額） 

手当名称 区 分 状 況 

支給総額 32,124,535 円時間外勤務手当 

職員 1 人当たりの支給年額 87,533 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 2.7％

支給対象職員 1 人当たりの平均支給年額 60,000 円

手当の種類 ３

特殊勤務手当 

代表的な手当の名称 危険手当



 （８）特別職の報酬等の状況（平成 19 年 4 月 1 日現在） 

区 分 給料月額等 期末手当 

町長 ７８２，０００円 

（７０３，８００円）

副町長 ６４２，０００円 

（６０９，９００円）

教育長 ５９０，０００円 

（５６０，５００円）

給 料 

公営企業管理者 ５９０，０００円 

（５６０，５００円）

議長 ２８２，０００円

副議長 ２２６，０００円報 酬 

議員 ２０６，０００円

6 月期 １．６０月分

12 月期 １．７５月分

   計 ３．３５月分

 

職制上の加算措置あり 

（）内は減額措置額 

 

３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 （１）勤務時間について（標準的なもの・平成 19 年 4 月 1 日） 

1 週間の勤務時間 勤務時間 休憩時間 

４０時間 8:30～17:15 12:15～13:00 

 

 （２）休暇制度について 

    ①年次有給休暇 

一年ごとに 20 日付与され、残日数は翌年に繰り越すことができます。 

平成 18 年 平均使用日数 １３

    ②特別休暇 

負傷や病気による療養、選挙権の行使、結婚、出産など条例や規則で定める事由に 

     該当する場合には、特別休暇等を付与しています。 

    ③介護休暇 

     職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷又は老齢により介護をするため勤

務しないことが相当であると認められる場合は、６月の範囲内で取得することが可

能です。平成 18 年の介護休暇の取得はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 



    ④育児休業等 

     職員が３歳に満たない子を養育するため、当該子が３歳に達する日まで、育児のた

めに休業等をすることが認められる制度です。 

     平成 18 年度育児休業及び部分休業の取得状況は次のとおりです。 

 育児休業取得者 部分休業取得者 

男性職員 

１２
女性職員 

５

１２ ０
計 

５ ０

   上段は平成 18 年度に新たに育児休業（部分休業）を取得した者、下段は育児休業（部分

休業）の期間が平成 17 年度から 18 年度にかけて引き続いている者の数です。 

 

 ４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

  （１）分限処分者数（平成 18 年度） 

    降任 

(人) 

免職 

(人) 

休職 

(人) 

降給 

(人) 

計 

(人) 

勤務成績がよくない場合   

心身の故障の場合 ７  ７

職に必要な適格性を欠く場合   

職制、定数の改廃、予算の減少によりは廃

職、過員を生じた場合 

  

刑事事件に関し起訴された場合   

条例で定める事由の場合   

計 ７  ７

    ※分限処分とは、職員が一定の事由によってその職責を十分に果たし得ない場合に公

務能率を高めるため、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分です。 

 

  （２）懲戒処分者数（平成 18 年度） 

      戒告 

(人) 

減給 

(人) 

停職 

(人) 

免職 

(人) 

計 

(人) 

法令に違反した場合   

職務上の義務違反・職務を怠った場合 ３   ３

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行  １ １

監督責任   

計 ３  １ ４

    ※懲戒処分とは、勤務関係の秩序を維持するため、職員の服務義務違反に対して科す

る制裁処分です。 

 



 ５ 職員の服務の状況 

（１） 職員の守るべき義務の概要 

地方公務員法第 30 条は、服務の根本基準として、「すべて職員は、全体の奉仕者と

して公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこ

れに専念しなければならない。」と規定しています。この根本基準の趣旨を具体的

に実現するため、同法は、職員に対し、法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

（同法第 32 条）、信用失墜行為の禁止（同法第 33 条）、秘密を守る義務（同法第

34 条）、職務に専念する義務（同法第 35 条）、政治的行為の制限（同法第 36 条）、

争議行為等の禁止（同法第 37 条）、営利企業等の従事制限（同法第 38 条）など、

職務上の強い制約を課しています。 

 

（２） 職務専念義務免除の状況 

   職員は、法律又は条例に特別の定めがある場合のほかは、その勤務時間及び職務上 

     の注意力のすべてをその職務遂行のために用いなければなりません（地方公務員法

第 35 条）。ただし、「周防大島町職務に専念する義務の特例に関する条例」により、

研修を受ける場合や厚生事業に参加する場合に、任命権者の承認を得て、職務専念

義務が免除されることがあります。 

      平成 18 年度における承認件数は、厚生事業に参加する場合（健康診断）が○○○

件となっています。 

 

（３） 営利企業等従事の許可状況 

職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利を目的とする会社等の役員を兼ねた

り、報酬を得ていかなる事業若しくは事務にも従事等してはならないとされていま

す（地方公務員法第 38 条）。任命権者の許可の基準は、「周防大島町営利企業等の

従事に関する許可の基準を定める規則」に定められています。 

 平成 18 年度における許可件数はありません。 

 

 ６ 職員の研修の状況 

  （１）職員の研修実施状況（18 年度） 

研修区分 研修数 受講者数 内容 

階層別研修 １７ ４７ 山口県ひとづくり財団 

専門研修 １１ １７ 山口県ひとづくり財団 

特別研修 ５

３

６

３

山口県ひとづくり財団 

全国市町村国際文化研修所 

派遣研修 １ １ 山口県市町課 

計 ３７ ７４  

 

   

 



 

 

 ７ 職員の福祉の状況 

  （１）健康管理事業（平成 18 年度） 

内  容 受診者等 

定期健康診断 １８０

人間ドック １８６

安全衛生委員会 １

 

  （２）公務災害補償（平成 18 年度） 

件数 災害の概要 

 ４件 （うち通勤災害０件 ） 骨折・捻挫・切創・刺傷 

 

 

 ８ 公平委員会の報告事項 

   公平委員会とは、中立的・専門的な人事機関として、町長等の任命権者の人事権の行使

をチェックする機能をもった機関で、主に、職員の給与、勤務時間等の勤務条件に関する

措置の要求に対する審査や、職員への不利益な処分についての不服申立てに対する裁決を

行うこととなっています。 

（１） 勤務条件に関する措置の要求の状況 

    勤務条件に関する措置の要求はありません。 

（２） 不利益処分に関する不服申立ての状況 

    不利益処分に関する不服申立てはありません。 


